
委員会提出議案第４号  

 

教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書の提出に  

ついて  

 

 上記の議案を、亀山市議会会議規則第１３条第２項の規定により、別紙のとお

り提出します。  

 

令和４年９月２６日提出  

               提 出 者  

                教育民生委員会委員長  櫻 井 清 蔵  

 

 

亀山市議会議長  中 﨑 孝 彦 様  

 

 

 

別 紙  

 教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書  

 
 



教職員定数改善計画の策定・実施と教育予算拡充を求める意見書  

 

２０２１年４月、国の学級編制の標準が４０年ぶりに改善され、小学校３５

人学級が段階的に実現することとなりました。しかし、２０２２年度の教職員

定数については、基礎定数化に伴う教職員配置の見直し等により教職員の自然

減を上回る定数の措置には至っておらず、学校現場の人的配置の充実を求める

多くの声を反映したものにはなっていません。また、中学校の学級編制の標準

や高等学校等の教職員定数の標準の改善については、現時点において示されて

いません。国際的な比較においても、日本の１クラス当たりの児童生徒数は、

小学校２７人、中学校３２人とどちらも経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国

の平均的水準（小学校２１人、中学校２３人）に到底及んでいない状況であり、

小学校のみの改善に留めることは合理的ではないと言わざるを得ません。教職

員が心身ともにゆとりを持って子どもたちと向き合い、日々の教育活動を創り

出していくことは、子どもたちの「豊かな学び」の保障につながる基盤となる

ものです。子どもたちが安全・安心に学べるようにするためにも、全ての校種

における学級編制と教職員定数の標準を改善する新たな教職員定数改善計画の

策定と実施が強く望まれます。 

一方で、財務省の財政制度等審議会は、ＯＥＣＤ諸外国と比べ、教育費の私

費負担が高額となっている現状についての妥当性を主張し、教職員定数の改善

や教育費の公財政負担の拡充には否定的な意見を示しています。しかし、少子

化の進む中、子育て世代のみにその私費負担分を集中させることは、更に少子

化を進める悪循環を生む大きな要因になるとも考えられます。家庭の現実に目

を向ければ、感染症の影響による収入減や感染対策に係る保護者の経費負担増

など、厳しい状況は今なお続いており、さらに、教育のＩＣＴ化に伴う機器の

整備費や通信費等の新たな保護者負担も生じています。また、多くの学校が施

設の老朽化という課題を抱えている中、プールをはじめとする大規模改修工事

においては、国の支援が必要です。 



公財政として措置される教育予算を拡充し、教育条件整備を進めていくこと

が、山積する教育課題の解決へとつながり、そして、子どもたち一人一人の

「豊かな学び」を保障することになると考えます。 

よって、政府におかれては、下記の事項を実現されますよう強く要望いたし

ます。  
 

記  
 
１．子どもたちの「豊かな学び」の保障に向け、教職員定数改善計画の策定・

実施と教育予算の拡充を行うこと。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  

 

令和４年９月２７日  

                三重県亀山市議会議長 中 﨑 孝 彦  

 

内閣総理大臣 岸 田 文 雄  様 

財 務 大 臣 鈴 木 俊 一  様 

総 務 大 臣 寺 田   稔  様 

文部科学大臣 永 岡 桂 子  様 

衆 議 院 議 長 細 田 博 之  様 

参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久  様 

 

 

 

  


